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（経過報告）子会社のGroup Lease PCLがＪトラスト株式会社のニュースリリースに

関する見解を公表したことに関するお知らせ 

 

当社子会社のGroup Lease PCL（以下、「GL」）は、本日、Ｊトラスト株式会社（以下、「Ｊ

トラスト社」）が平成29年11月30日に公表した新たなニュースリリースに関する見解を公表いた

しましたので、お知らせいたします。 

 

（以下、GLが公表した内容の翻訳となります。） 

 

11 月 30 日付のニュースリリースにおいて J トラスト社は、当社（GL）との関係を縮小する、

転換社債契約を解消し当社に返済の申入れを行う、インドネシアの事業を引き受ける意思がある

旨を言及されております。ただし、現時点いずれの点において両者間で合意に至っておりません。 

 

また、同ニュースリリースでは、同日に J Trust Asia PTE LTD（以下、「JTA」）が当社宛に 2016

年 6月 6日付及び 2016年 12月 1日付の転換社債（総額 1億 8千万米ドル）の投資契約を解消し、

即時返済を要求する通知を発行したことについて言及されております。 

 

本件に関しては、Jトラスト社からの 11月 30日付のニュースリリースにおいても言及されて

いる通り、Jトラスト社と当社間において合意に至っておりません。当社は Jトラスト社からの

提案を正式に受領次第、それぞれの提案に対して検討いたします。ただし、当社は現時点で JTA

に発行している転換社債契約を解消する予定はなく、またインドネシアの事業を売却する予定も

ございません。 

 

当社は JTAからの通知を受け取り、今後その通知の詳細について検討を行ってまいります。た

だし、関連法及び両社間合意の投資契約書において、JTAが単独で同投資契約書を解消できる権

利はなく、当社が早期に返済を行わなければならない義務もないというのが当社弁護士の見解で

す。当社は、これからも両社間合意の投資契約書の条件内容を順守し進めてまいります。 

 

当社は、本件について理解を得られるようJトラスト社並びにJTAと議論を重ねてまいります。 

 

以 上 


